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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高 (千円) 1,131,293334,139 170,599 385,391 38,633

経常損失 (千円) △254,721△222,450△186,476△31,482△135,069

当期純損失 (千円) △752,353△259,739△92,640 △56,800 △55,971

包括利益 (千円) ― ― ― △56,800 △55,971

純資産額 (千円) 335,869 64,728 70,456 13,656 △42,315

総資産額 (千円) 824,909 397,458 158,143 136,723 47,840

１株当たり純資産額 (円) 19,038.613,816.312,075.01 645.34△1,999.68

１株当たり当期純損失
金額

(円) △64,665.29△17,354.76△5,144.91△2,687.87△2,645.03

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.5 16.3 44.6 10.0 △88.5

自己資本利益率 (％) △132.3 △148.6 △137.1 △135.1 ―

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △34,575△213,524△187,242△69,415 △736

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △263,442△107,379 230,488 20,476 6,918

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 214,990△37,850 △58,950 △9,100 2,300

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 434,782 76,028 60,325 2,286 10,769

従業員数 (名) 29 15 10 8 7

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第６期から第10期までは１株当たり当期純損失を計上しておりますので、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については記載しておりません。

３　第10期は債務超過のため、自己資本利益率については記載しておりません。

４　第６期から第10期は当期純損失を計上しておりますので、株価収益率については記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高 (千円) 669,999 19,928 11,323 195,027 16,506

経常損失 (千円) △318,374△253,512△157,826△113,518△89,591

当期純損失 (千円) △781,229△248,203△80,119△126,784 △7,502

資本金 (千円) 430,790 450,790 485,790 499,790 40,000

発行済株式総数 (株) 15,091 17,091 20,591 21,291 21,291

純資産額 (千円) 209,294 722 18,971△107,813△115,315

総資産額 (千円) 783,181 558,326 365,224 349,568 345,072

１株当たり純資産額 (円) 13,989.33 42.60 △441.25△5,094.89△5,449.44

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
―
(─)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

１株当たり当期純損失
金額

(円) △67,147.21△16,583.95△4,449.54△5,999.59△354.55

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 26.7 0.1 5.2 △30.8 △33.4

自己資本利益率 (％) △153.5 △187.6 △813.6 ─ ─

株価収益率 (倍) ─ ─ ─ ─ ─

配当性向 (％) ─ ─ ─ ─ ─

従業員数 (名) 12 6 4 4 3

(注) １　「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜在株式は存在しますが１株当たり当期純損失である

ため記載しておりません。

２　株価収益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。
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２ 【沿革】

　

年月 概要

平成14年６月 東京都渋谷区に株式会社ナウローディン(資本金30,000千円)を設立

平成14年６月 情報ポータルサイト内でコスメサイトをプロデュース

　 大手通販化粧品Ｗｅｂサイトをプロデュース

平成14年７月 携帯電話端末向け公式コンテンツの企画・運営サービスを開始

平成15年７月 ディレクションユニットとして東京都渋谷区に「２ｎｄオフィス」（第２事務所）を開設

　 携帯電話端末向けの着信ボイスサイトをプロデュース

平成15年12月携帯電話端末向けの人気アニメキャラクター待受けサイトをプロデュース

平成16年１月 医療機関向けフリーペーパー「ハロー！ヘルス」創刊

平成16年３月 携帯電話端末向けの洋楽系着信メロディサイトをプロデュース

平成16年６月 商号を株式会社NowLoadingに変更

　 中堅住宅メーカーの社名変更に伴うブランディング・ＣＩ戦略提案・実施

平成16年11月企業間提携によるプレミアム商品開発、パブリシティーによる商品認知度獲得支援を実施

平成17年２月 就職・転職支援サービス会社向けＷｅｂサイト企画・制作、

　 パブリシティーによる事業認知度獲得支援を実施

平成17年６月 名古屋証券取引所セントレックスへ上場

平成17年７月 大手コーヒーショップチェーンのフリーペーパーをプロデュース

平成18年１月 医療モール運営会社への資本参加及び業務支援

平成18年４月 株式会社インスタイル設立（100％子会社）

平成18年５月 株式会社Japan Produce（現：株式会社ビーフォーシー）設立（100％子会社）

平成18年12月風力発電メーカーグループの「エコプロダクツ2006」出展をプロデュース

平成20年７月 本社を移転（東京都渋谷区）

平成21年12月港澳資訊産業株式有限会社（中国上海市）と業務提携

平成23年４月 一般社団法人カフシブルと業務提携

平成23年９月 本社を移転（東京都渋谷区）
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３ 【事業の内容】

当グループは、当社及び連結子会社２社で構成されております。

当グループは、顧客企業の有する経営リソース(事業アイデア、商品・サービス、販売網、ブランド、遊休

資産、人材など) を活用し、総合的に戦略および戦術を立案・実行することで顧客企業の事業および収益

の拡大を支援する一連のサービス活動をセールスプロデュース事業と称し、これを主たる事業としてお

ります。

セールスプロデュース事業においては、顧客企業とのネットワークおよび既存案件から得たノウハウ

を活用することで、従来、新規事業進出や拡販を図る際に企業が個別に発注していた各種専門サービス

（コンサルティング、広告、販促、企画・制作・開発など）を、顧客のニーズや課題に応じて、効果的に組

み合わせて実行することを特徴としております。

プロジェクトの遂行に要するこうした機能を一元管理することにより、費用対効果の最適化や、期間短

縮、外注管理に伴う顧客企業の負担軽減を実現しております。

当グループのセールスプロデュース事業の事業概念図は以下のとおりです。

　

事業のスタイルは、顧客企業の「パートナー」として、当社の保有するマーケティングノウハウやネッ

トワークを活かした戦略の策定や実行支援を行なっております。代表的な事例としては、販売計画立案か

らイベントの企画・運営、パブリシティーを活用した需要創出、販路開拓までを一貫して行い、ブランド

資産の有効活用と拡販を実現した事例や、顧客囲い込みのためのフリーペーパーの企画制作を実施した

事例などがあります。また、子会社を中心にモバイルコンテンツのプロデュースを行っております。具体

的には、コンテンツプロバイダーからの発注を受け、移動体通信事業者への企画提案から外部制作スタッ

フ・システム開発会社を活用した制作・開発の進行管理、提供コンテンツの管理・更新・運用を行って

おります。その他、Ｗｅｂサイトやイベントなどのプロデュースを行なっております。
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当社グループの収益形態については、セールスプロデュースというサービスを提供する対価として、プ

ロデュース料を収受いたします。また、セールスプロデュースを実施する一環として、商品販売による売

上高も計上いたします。

当社サービスの対価であるプロデュース料の決定にあたっては、固定金額の場合もあれば、「プロ

フィットシェアモデル」（成功報酬型収益モデル）の場合もあり、当該「プロフィットシェアモデル」

は、当社グループのビジネスモデル上の大きな特徴であります。

「プロフィットシェアモデル」は、プロジェクトから得られる収益又は利益をシェアする収益モデル

です。このモデルを導入する場合、原則として業務内容を明確にし、業務にかかる原価及び経費を徴収す

ることにより、当社の費用負担リスクを押さえ、成功報酬の部分については、事前に顧客企業、当社グルー

プ、パートナー企業の３社間で事前に合意した比率に基づき収益を配分する方式をとっております。
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４ 【関係会社の状況】
　

会社名 住所
資本金
(千円)

主な事業内容
議決権の
所有割合(％)

当社との
関係

(連結子会社)

東京都
渋谷区

300,000

モバイルコンテンツプロデュー
ス事業
携帯電話向けコンテンツの企画
・運営

100
役員の兼任２名
当社は資金の借
入があります。

株式会社インスタイ
ル　(注)１、２

株式会社ビーフォー
シー　(注)１

東京都
渋谷区

50,000
営業広告支援を中心とする
セールスプロデュース業務

100
役員の兼任１名
当社は資金の借
入があります。

(注) １　特定子会社であります。

２　株式会社インスタイルについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合

が10％を超えております。

主要な損益情報等　①売上高　　　　　　　　　　　　　        22,127千円

　　　　　　　　　②経常損失　　　 　　　　　　 　　　      44,237千円

　　　　　　　　　③当期純損失　　　　　　　　 　 　　      47,048千円

　　　　　　　　　④純資産　　　　　　　　　  　　　       374,681千円

　　　　　　　　　⑤総資産　　　　　　　  　　 　　        404,145千円　

　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

(平成24年３月31日現在)

セグメントの名称 従業員数(名)

セールスプロデュース事業 7

合計 7

(注)　従業員数は、就業人員であり、固定労働時間制の臨時従業員を含んでおります。

　
(2) 提出会社の状況

(平成24年３月31日現在)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

3 35 4.5 377

　

セグメントの名称 従業員数(名)

セールスプロデュース事業 3

合計 3

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金(時間外勤務手当)を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災後の落ち込みから平成24年３月期前半に震災前

の水準近くまで回復しましたが、期間の半ばから円高と株価低迷が続き、欧州経済の金融不安の影響など

により、先行きは不透明な状況で推移しました。　

このような経済環境の中、当社グループは顧客企業の事業収益を支援するセールスプロデュース事業

を積極的に推進してまいりました。主力事業であるモバイルコンテンツのプロデュース事業は、収益性の

低下したモバイルコンテンツの売却により売上高が減少しております。

　また、それに代替する新規サイトの立ち上げを積極的に行っておりますが、減少を賄える収益の確保が

できていないのが現状です。また、セールスプロデュース事業については、中国及びロシアにおけるセー

ルスプロデュース事業の立ち上げ遅延によって売上計上が平成25年３月期にずれ込んだため、前年同期

と比べ大幅な減収となりました。

　また、固定的な経費削減を行ったものの、それを補うだけの売上総利益額が確保できなかったため、営業

損失、経常損失ともに前年同期を下回りました。

　一方、当連結会計年度に行った過年度決算修正に伴った過年度消費税及び過年度法人税等の還付があっ

たことなどから当期純利益は前年同期と同水準となりました。

この結果、当連結会計年度の売上高は38,633千円（前連結会計年度比89.9％減）、営業損失は147,475

千円（前連結会計年度は37,911千円の営業損失）、経常損失は135,069千円（前連結会計年度は31,482千

円の経常損失）、当期純損失は55,971千円（前連結会計年度は56,800千円の当期純損失）となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、期首に比べて8,482千円増

加し、10,769千円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果使用した資金は736千円（前連結会計年度は69,415千円の使用）となりました。

これは主として、売上債権の減少100,575千円、仮払金の減少3,686千円、法人税等の還付額43,182千円

等の資金増加があったものの、税金等調整前当期純損失の計上117,203千円、仕入債務の減少18,666千円、

その他の流動負債の減少10,565千円等の資金減少があったことの結果によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果獲得した資金は6,918千円（前連結会計年度は20,476千円の獲得）となりました。

これは主として新事務所の移転に関わる敷金及び保証金の差入による支出1,100千円があったものの、

前事務所の敷金及び保証金の回収による収入7,213千円があったことによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度において財務活動の結果獲得した資金は2,300千円（前連結会計年度は9,100千円の使

用）となりました。

これは短期借入金の増加2,300千円によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

該当事項はありません。

　

(2) 受注実績

当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％)

セールスプロデュース事業 38,633 △89.9

合計 38,633 △89.9

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績の内訳は、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

セールスプロデュ－ス事業 38,633 △89.9

合計 38,633 △89.9

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先名

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

㈱エクシング 206,911 53.7 15,815 40.9

一般顧客 150,584 39.0 － －

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

会社が対処すべき課題として、以下を重点的に取り組んでまいります。

(1)　新規市場の開拓及び売上の拡大ならびに利益率の向上

　当社グループが対処すべき課題の最重点項目は、新規事業からの収益の維持及び拡大であると認識して

おり、新たなモバイルコンテンツ事業からの売上拡大に努めてまいります。具体的な施策としては、新規

モバイルコンテンツの開発及び既存モバイルコンテンツのスマートフォン市場への移行に人的資源を投

入し、安定した売上の確保を目指します。また、サービスの品質が低下しない範囲において、原価となる外

注費等の削減に努め、利益率の向上を目指します。

　また、海外におけるセールスプロデュース事業を立ち上げ、安定的な収益の確保を目指します。　

(2)　新規人材の採用と教育

　当社グループが提供するサービスの質を向上し、事業を拡大するためには人材が極めて重要な役割を果

たします。そのため、優秀な人材を積極的に採用するとともに、教育による人材のスキル向上を推進して

まいります。

(3)　財務体質の改善

今後の事業運営及び経営の安定化を目的とした資本増強策として、第三者割当増資を含めた資金調達

を検討しております。それにより、債務超過の解消及び財務基盤の強化を図ってまいります。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものでありま

す。

　
(1) 当社グループの事業内容に起因するリスクについて

 ① プロフィットシェアモデルについて

プロフィットシェアモデルにおいては、顧客企業の業績等の影響により、当社グループに計画当初の予

測通りの売上高または利益が発生しない可能性や、顧客企業の抱えるリスク(法的規制、システムダウン、

ウイルス・ハッカーによる被害等)のうち当社グループでは管理できない要因によって当社グループの

収益が間接的に影響を受ける可能性等があります。 

　これらの事態が発生した場合、顧客企業との間でシェアする金額も減少し、当社グループの業績に影響

を及ぼす可能性があります。 

　ただし、業務コストについては、顧客企業との契約時に業務内容及びそれに伴うコストを明確にし、顧客

企業から業務にかかる原価及び経費を回収するなどのリスクの軽減措置を採っております。

　
 ② 競合について

当社グループが展開するセールスプロデュース事業に関しては、モバイルコンテンツプロバイダー、コ

ンサルティング会社、ソフトウェア制作・開発会社、広告代理店等の複数の企業により、ビジネス戦略の

企画立案、システム開発や、企業および製商品の広告宣伝や販売促進等、当社グループと類似のサービス

が提供されております。 

　しかし、当社グループが推進するセールスプロデュース事業は、各種専門サービスを個別受注するので

はなく、顧客企業とのネットワークおよび既存案件から得たノウハウを活用しながら、顧客の事業拡大や

売上拡大支援におけるニーズや課題に応じて、総合的に戦略および戦術を立案・実行していくという点

で差別化を図っており、現在のところ当社グループと直接の競合となる企業は少ないものと考えており

ます。 

　ただし、今後、当社グループと直接の競合となる会社が出現し、または競合他社との競争が激しくなった

場合には、受注の減少や価格競争により当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　
 ③ 法的規制について

セールスプロデュース事業において行う広告・販売促進支援に係る事業活動においては、景品表示法、

特定商取引法等による規制を受ける場合があります。その他、当社は、有料職業紹介事業において厚生労

働大臣の認可を受けており、当該業務については、労働基準法、職業安定法等による規制を受けておりま

す。 

　当社グループでは、これらの規制に抵触するような事実はございませんが、当社グループが提供した

サービスもしくは商品等の品質や安全性に瑕疵が生じた場合や法令違反があった場合、または顧客にお

いて法令違反等があった場合には、損害賠償責任等の発生や当社グループおよび当社グループが提供す

るサービスの信頼性の低下等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

　
④ 知的財産権について
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当社グループではセールスプロデュース事業においてモバイルコンテンツ、Ｗｅｂサイト等のコンテ

ンツのプロデュースを行っております。当該プロデュースを行う上では、第三者の知的財産権を侵害せぬ

よう調査を行っておりますが、当社グループの調査範囲が十分で、かつ当社グループの見解が妥当である

とは保証できません。 

　もし当社グループもしくは当社グループがサービス提供している顧客が、第三者の知的財産権を誤って

侵害し、差止請求がなされた場合、あるいは損害賠償請求等が行われた場合には、サービスそのものの提

供が出来なくなり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　
(2) 当社グループの事業体制について

当社グループは平成24年３月31日現在、グループ従業員計７名と組織の規模が小さく、内部管理体制も

当該組織規模に応じたものとなっておりますが、内部管理体制の強化のためディスクロージャー委員会

の設置及び経理部門の増員を図りました。しかしながら、当社グループの求める人材が十分に確保できな

い場合、現在在職している人材が流出し必要な人材を確保できなくなった場合、または当社グループの事

業の拡大に伴い、適切かつ十分な人的・組織的対応ができなった場合、当社グループの業績及び事業推進

に影響を及ぼす可能性があります。

　
(3) 新株予約権の行使による株式価値の希薄化について

当社は、旧商法第280条ノ20および旧商法第280条ノ21の規定に基づき、当社取引先等に対して新株予約

権を付与することを、平成16年３月25日開催の臨時株主総会において決議いたしました。

　現在、当社は、取引先等に対して新株予約権いわゆるストックオプションを158株付与しております。こ

れらの新株予約権の行使がなされた場合には、当社グループの１株当たりの株式価値は希薄化する可能

性があります。

　また、今後も優秀な人材を確保するために、同様のインセンティブプランを継続して実施していくこと

を検討しております。従いまして、今後付与される新株予約権の行使が行なわれた場合には、当社グルー

プの１株当たりの株式価値は希薄化する可能性があります。なお、当社の発行済株式総数は21,291株であ

り、これに対して、上記の新株予約権付与による潜在株式数は158株(潜在株式を含めた株式総数に占める

比率は0.7％)であります。

　

(4) 継続企業の前提に関する注記

当社グループは、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象

または状況その他会社の経営に重要な影響を及ぼす事象（重要事象等）が存在しております。

当社グループは、当連結会計年度において、55,971千円の当期純損失を計上した結果、42,315千円の債

務超過になっております。

これにより継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。 

　連結財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消すべく、以下の施策を実施してまいります。　　

①モバイルコンテンツのプロデュース事業の統廃合及び新規事業の立ち上げ

当社グループの主力事業であるモバイルコンテンツのプロデュース事業に関しては、収益性が大幅に

減少したモバイルサイトのコスト削減を行っておりますが、今後収益の回復見込みが低いモバイルサイ

トについては更なる統廃合を行ってまいります。また、スマートフォンを中心とした新規モバイルサイト

については、人材資源及び広告宣伝費等を注入し収益の向上を目指します。

　新規事業に関しては、中国及びロシアでの海外セールスプロデュース事業の立ち上げを行い、継続的な

売上確保を図ってまいります。
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②資金調達及び財務体質の改善

今後の新規事業への投資資金及び債務超過解消のための資金確保を目的とした資金調達の施策としま

しては、第三者割当増資による資金調達を検討しております。調達の時期については、できるだけ早期に

行う予定でありますが、資金調達先との関連性等を考慮した上で決定する予定です。

しかしながら、上記の施策は実施途上にあるため、上記の対応策を実施してもなお継続企業の前提に関

する重要な不確実性が認められます。

　なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記のような重要な不確実性の影響を連

結財務諸表には反映しておりません。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

当連結会計年度の研究開発活動は、新たなモバイルコンテンツの開発を行うべく研究を日々積み重ねて

おります。また、今後もモバイル市場におけるスマートフォン分野におきまして、新たなモバイルコンテン

ツを開発すべく鋭意努力をしてまいります。

　当連結会計年度における当社グループが支出した研究開発費の総額は17,000千円であります。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態の分析

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(資産)

当連結会計年度末における資産合計は47,840千円（前連結会計年度比65.0％減）となりました。

流動資産は42,828千円（前連結会計年度比65.0％減）となりました。流動資産の主たる減少理由は、現

金及び預金が8,483千円、未収還付法人税等が19,469千円増加したものの、受取手形及び売掛金が100,576

千円、仕掛品が2,484千円、短期貸付金が2,252千円減少したことによるものであります。

有形固定資産は1,370千円（前連結会計年度は0円）であります。この主たる増加理由は、建物の資産除

去債務を計上したことによるものであります。

無形固定資産は114千円（前連結会計年度比96.6％減）であります。この主たる減少理由は、減価償却

の計上並びにソフトウェアの減損損失を計上したことによるものであります。また、投資その他の資産の

合計は3,526千円（前連結会計年度比66.8％減）であります。これは、長期貸付金8,830千円、敷金が6,663

千円が減少したことによるものであります。

(負債)

当連結会計年度末における負債合計は90,155千円（前連結会計年度比26.7％減）となりました。

流動負債は78,391千円（前連結会計年度比26.9％減）となりました。この主たる減少理由は、短期借入

金が2,300千円増加したものの、支払手形及び買掛金が18,667千円、未払金が16,370千円減少したことに

よるものであります。

固定負債は11,764千円（前連結会計年度比25.1％減）となりました。これは、資産除去債務が増加した

ものの、負ののれんが減少したことによるものであります。

(純資産)

当連結会計年度末の純資産合計は△42,315千円（前連結会計年度は13,656千円）となりました。この

主たる減少理由は、当期純損失55,971千円を計上したことによるものであります。

　

 (2) キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、期首に比べて8,482千円増

加し、10,769千円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果使用した資金は736千円（前連結会計年度は69,415千円の使用）となりました。

これは主として、売上債権の減少100,575千円、仮払金の減少3,686千円、法人税等の還付額43,182千円

等の資金増加があったものの、税金等調整前当期純損失の計上117,203千円、仕入債務の減少18,666千円、

その他の流動負債の減少10,565千円等の資金減少があったことの結果によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果獲得した資金は6,918千円（前連結会計年度は20,476千円の獲得）となりました。

これは主として新事務所の移転に関わる敷金及び保証金の差入による支出1,100千円があったものの、

前事務所の敷金及び保証金の回収による収入7,213千円があったことによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度において財務活動の結果獲得した資金は2,300千円（前連結会計年度は9,100千円の使

用）となりました。
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これは短期借入金の増加2,300千円によるものであります。

　
(3) 経営成績の分析

(売上高)

当連結会計年度における売上高は38,633千円（前連結会計年度比89.9％減）となりました。

　売上高が減少した主な要因は、モバイルコンテンツプロデュース事業において収益性の悪化したモバイ

ルコンテンツの統廃合を行ったことによるものです。

（売上総利益）

当連結会計年度における売上総損失は5,409千円（前連結会計年度比104.7％減）となりました。売上

原価は44,043千円（前連結会計年度比83.8％減）となり、売上原価率は114％（前連結会計年度は

70.7％）となりました。

（販売費及び一般管理費）

当連結会計年度における販売費及び一般管理費は142,065千円（前連結会計年度比5.7％減）となりま

した。

（営業利益）

当連結会計年度における営業損失は147,475千円（前連結会計年度の営業損失37,911千円）となりま

した。売上高及び売上総利益の減少によるものです。

　　（経常利益）

当連結会計年度における経常損失は135,069千円（前連結会計年度の経常損失31,482千円）となりま

した。営業外収益の主な内容は雑収入7,596千円、負ののれんの償却額5,897千円であり、営業外費用の主

な内容は雑損失937千円等であります。

（特別損益）

当連結会計年度における特別利益として20,763千円計上しております。これは、債務免除益11,575千

円、過年度消費税還付金6,750千円等を計上したことによります。また、特別損失として2,898千円を計上

しております。これは減損損失によるものです。

（当期純利益）

税金等調整前当期純損失は117,203千円（前連結会計年度の税金等調整前当期純損失54,703千円）と

なり、税効果会計適用後の法人税等負担額は1,420千円あったものの過年度法人税等の戻入62,652千円が

あったため△61,232千円（前連結会計年度は2,096千円）となりました。その結果、当連結会計年度にお

ける当期純損失は55,971千円（前連結会計年度の当期純損失56,800千円）となりました。

　
(4) 継続企業の前提に関する対応策

①モバイルコンテンツのプロデュース事業の統廃合及び新規事業の立ち上げ

当社グループの主力事業であるモバイルコンテンツのプロデュース事業に関しては、収益性が大幅に

減少したモバイルサイトのコスト削減を行っておりますが、今後収益の回復見込みが低いモバイルサイ

トについては更なる統廃合を行ってまいります。また、スマートフォンを中心とした新規モバイルサイト

については、人材資源及び広告宣伝費等を注入し収益の向上を目指します。

　新規事業に関しては、中国及びロシアでの海外セールスプロデュース事業の立ち上げを行い、継続的な

売上確保を図ってまいります。

②資金調達及び財務体質の改善

今後の新規事業への投資資金及び債務超過解消のための資金確保を目的とした資金調達の施策としま

しては、第三者割当増資による資金調達を検討しております。調達の時期については、できるだけ早期に
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行う予定でありますが、資金調達先との関連性等を考慮した上で決定する予定です。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度における主要な設備投資等は行っておりません。

　

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

(平成24年３月31日現在)

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物
工具、器具
及び備品

合計

本社
(東京都渋谷区)

セールスプロ
デュース事業

統括業務設備 － － － 3

　

(2) 国内子会社

平成24年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物
工具、器具
及び備品

合計

㈱インスタイル
東京都
渋谷区

セールス
プロ
デュース
事業

統括業務設備 1,370 － 1,370 3

(注) 　賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。

名称 契約面積(㎡) 年間賃借料(千円)

本社事業所 185.5 6,600

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 46,160

計 46,160

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成24年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年６月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 21,291 21,291
名古屋証券取引所
セントレックス

単元株制度を採用しておりま
せん。

計 21,291 21,291 ― ―

(注) １　完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２　提出日現在の発行数には、平成24年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

  　平成16年７月14日発行の平成13年改正旧商法第280条ノ20および平成13年改正旧商法第280条ノ21の規

定に基づく第３回新株予約権(平成16年３月25日臨時株主総会決議)

　

　
事業年度末現在
(平成24年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成24年５月31日)

新株予約権の数   79個 79個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数    158株  158株

新株予約権の行使時の払込金額 75,000円 同左

新株予約権の行使期間
平成16年７月14日から
平成26年２月28日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　75,000円
資本組入額　37,500円

同左

新株予約権の行使の条件

ａ　新株予約権の相続は認め
ない。

ｂ　「新株予約権の行使期
間」の規定に関わらず、
当社株式が証券取引所へ
上場した日から１年を経
過する日までは、新株予
約権の権利行使は一切で
きないものとする。

ｃ　その他新株予約権の行使
の条件は、株主総会決議
および取締役会決議に基
づき、当社と新株予約権
者との間で締結する新株
予約権割当契約に定める
ところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注) １　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整いたします。調整の結果、

１株未満の端数を生じるときは、これを切り捨てるものとします。
　

調整後株式数＝
調整前株式数×調整前行使価額

調整後行使価額
　

２　株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整します。調整により生ずる１円未満の端数は

切り上げるものとします。
　

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
　

　　また、新株予約権発行後、調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行を行う場合は、次の算式(コンバージョン

・プライス方式)により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。
　

調整後行使価額＝
既発行株式数×調整前行使価額＋新発行株式数×１株当り払込金額

既発行株式数＋新発行株式数
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
　

(千円)

資本金残高
　

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成19年４月１日～
平成20年３月31日

(注)１
112 11,758 4,200 330,800 4,200 439,950

平成20年３月31日
(注)２

3,333 15,091 99,990 430,790 99,990 539,940

平成21年３月31日
(注)３

2,000 17,091 20,000 450,790 20,000 559,940

平成21年12月13日
(注)４

3,500 20,591 35,000 485,790 35,000 594,940

平成22年４月16日
(注)５

700 21,291 14,000 499,790 14,000 608,940

平成23年８月２日
(注)６、７、８

― 21,291△459,790 40,000△608,940 ―

(注) １　新株予約権の権利行使

２　有償第三者割当増資

割当先は、株式会社東方ネットジャパンであります。

　　発行価額　　 60,000円

　　資本組入額　 30,000円

３　有償第三者割当増資

　　割当先は、当社代表取締役中川哲也、有限会社ＮＬキャピタルであります。

　　発行価額　　 20,000円

　　資本組入額   10,000円

４　有償第三者割当増資

　　割当先は、唐　駿氏であります。

　　発行価額　　 20,000円

　　資本組入額   10,000円

５　有償第三者割当増資

　　割当先は、株式会社デリッツエジャパンであります。

　　発行価額　　 40,000円

　　資本組入額   20,000円

６　資本金及び資本準備金の減少によるものであります。

７　会社法447条第１項の規定に基づき、資本金を減少し、その他資本剰余金へ振り替えたものであります。

８　会社法448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振り替えたものであります。
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(6) 【所有者別状況】

平成24年３月31日現在

区分

株式の状況

単元未満株
式の状況政府及び

地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

－ － 3 21 1 2 398 425 ―

所有株式数
(株)

－ － 5 8,831 2 3,5058,94821,291 ―

所有株式数
の割合(％)

－ － 0.0 41.4 0.0 16.4 42.0 100.0 ―

(注) １　上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が10株含まれております。

２　上記「個人その他」には、自己株式が130株含まれております。

　

(7) 【大株主の状況】

平成24年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

唐　駿 中国上海市 3,500 16.4

株式会社イースタジアグループ 港区六本木４丁目８－７ 3,332 15.6

株式会社ＮＬホールディングス 新宿区西新宿１丁目２６－２ 2,704 12.7

中川　哲也 埼玉県川口市 2,650 12.4

有限会社ＮＬキャピタル 新宿区西新宿１丁目２６－２ 1,160 5.4

株式会社リソー教育 豊島区目白３丁目１－40 1,000 4.6

中川　真理子 埼玉県川口市 730 3.4

平野　隆之 東京都目黒区 350 1.6

松本　将和 東京都目黒区 350 1.6

豊田　邦裕 東京都世田谷区 276 1.2

計 ― 16,052 75.3
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　 　130　 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 21,161 21,161
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 21,291 ― ―

総株主の議決権 ― 21,161 ―

(注) 「完全議決権（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が10株（議決権10個）含まれてお

ります。

　
② 【自己株式等】

平成24年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社NowLoading

東京都渋谷区神宮前６丁
目35番３号

130 ― 130 0.6

計 ― 130 ― 130 0.6

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

　
　
  　平成13年改正旧商法第280条ノ20および平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づく第３回新株予

約権

　
　
決議年月日 平成16年３月25日

付与対象者の区分及び人数 社外協力者30名(注)

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―

(注)　新株予約権被付与者のうち、９名の行使により、付与対象者は21名となっております。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 普通株式
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　　　

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集
を行った取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った
取得自己株式

― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に
係る移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―
　 　 　 　 　

保有自己株式数 130 ― 130 ―
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３ 【配当政策】

(1) 利益配分の基本方針

当社は、当第10期(平成24年３月期)までは利益配当を行わず、内部留保を厚くすることで経営基盤の強

化を図る政策を実施いたしました。今後につきましては、企業体質強化のための内部留保の必要性、各期

の経営成績及び財政状況等を総合的に勘案して、配当を実施していきたいと考えております。

また、当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の

決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。なお、当社は、会社法第454条第５項の

規定に基づき、毎年９月30日を基準日として、中間配当を取締役会の決議によって行うことができる旨を

定款にて定めております。

　

(2) 内部留保資金の使途

内部留保資金の使途につきましては、運転資金ならびに将来の新規事業を図るための準備資金等に充

当したいと考えております。

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

最高(円) 450,000 118,000 45,200 43,000 21,000

最低(円) 28,700 14,500 8,220 11,900 8,050

(注)　最高・最低株価は、名古屋証券取引所セントレックスにおけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成23年10月 11月 12月 平成24年１月 ２月 ３月

最高(円) 14,650 11,910 10,100 9,100 9,550 11,150

最低(円) 12,000 10,000 8,600 9,100 8,050 8,850

(注)　最高・最低株価は、名古屋証券取引所セントレックスにおけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)注6

代表取締役 ― 中　川　哲　也 昭和40年10月13日生

平成元年４月 株式会社リクルートフロムエー入

社

注1 2,650

平成８年１月 株式会社リクルート出向

平成11年10月 有限会社ナウローディング設立

代表取締役就任

平成14年６月 当社設立

代表取締役就任　(現任)

平成19年５月 株式会社ビーフォーシー

取締役就任（現任）

平成20年12月 株式会社インスタイル

代表取締役就任（現任）

取締役 ― 青　木　一　洋 昭和45年10月５日生

平成19年７月 当社入社

セールスプロデュース部部長

注1 81

平成20年６月 当社広報・IR担当

平成20年12月 株式会社インスタイル

取締役就任（現任）

平成21年４月 株式会社ビーフォーシー

代表取締役就任（現任）

平成24年６月 当社取締役就任（現任）

取締役 ― 雨　霧　仁　之 昭和50年12月２日生

平成19年９月 当社入社

セールスプロデュース部所属

注1 ―

平成20年４月 当社管理部

人事総務課所属（現任）

平成23年６月 株式会社インスタイル

取締役就任（現任）

平成23年６月 株式会社ビーフォーシー

取締役就任（現任）

平成24年６月 当社取締役就任（現任）

監査役 ― 君　島　敏　明 昭和16年１月26日生

昭和56年５月 株式会社ノザークインターナショ

ナル　取締役部長

注2 10
平成９年10月 ビーシーアイ株式会社

シニアプロデューサー

平成11年４月 株式会社サンダイアル顧問

平成16年６月 当社監査役就任　(現任)

監査役 ― 奥　島　敏　和 昭和26年３月４日生

昭和59年６月 株式会社スマートショッパー東京

代表取締役就任

注3 ―

平成９年８月 株式会社ヘルスガード・ユニオン

監査役就任

平成10年６月 奥島企画事務所

代表就任（現任）

平成19年11月 株式会社ロハス　取締役

平成21年６月 当社監査役就任（現任）

監査役 ― 青　山　賢　五 昭和24年５月17日生

昭和50年３月 アーサーヤング公認会計士共同事

務所入所

注4 ―

昭和53年４月 神奈川大学専任講師就任

昭和56年５月 公認会計士・税理士事務所設立

平成15年１月 税理士法人落合青山会計事務所

設立（現任）

平成23年６月 当社監査役就任（現任）

計 2,741
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(注) １　取締役の任期は、平成24年３月期に係る定時株主総会終結のときから、平成25年３月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。
　 ２　監査役君島敏明氏の任期は、平成24年３月期に係る定時株主総会終結のときから、平成28年３月期に係る定時

株主総会終結の時までであります。

３　監査役奥島敏和氏の任期は、平成21年３月期に係る定時株主総会終結のときから、平成25年３月期に係る定時

株主総会終結の時までであります。

４　監査役青山賢五氏の任期は、平成23年３月期に係る定時株主総会締結のときから、平成27年３月期に係る定時

株主総会終結の時までであります。

５　監査役君島敏明氏、奥島敏和氏、青山賢五氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

６　監査役青山賢五氏は公認会計士であり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

７　「所有株式数」は、平成24年３月31日現在の所有株式数を記載しております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　①　企業統治の体制

当社における、企業統治の体制については、経営の透明性の向上を図るとともに、適法性を確保しつ

つ、企業価値を効率的に高めていくことを基本的な考え方として、企業体制の構築と施策の実施を行っ

ております。　

経営の意思決定機関であります取締役会は、取締役３名(有価証券報告書提出日現在)から構成され

ており、経営に関する重要事項、月々の経営目標の達成度並びに今後の方針・対策を討議しておりま

す。取締役会においては、積極的な討議を行うことで、取締役会の活性化と同時に相互牽制を図ってお

ります。

当社は監査役制度を採用しております。監査役は、取締役会及び必要に応じてその他の社内会議に出

席し意見を述べなければならず、適法で健全なる会社経営を行っているか否かという観点から、取締役

を監視しております。

当社監査役３名は全員が社外監査役であります。社外監査役は、いずれも豊富な経験と幅広い見識を

もとに当社の経営を監督するとともに、当社の経営全般に助言をすることにより、企業社会を踏まえた

客観的な視点で高い独立性をもって経営の監視を行っております。また、監査役は毎月開催される取締

役会に出席し、積極的に発言しており、稟議書、契約書等の閲覧、取締役とのミーティング、従業員との

面談などを行い、会社経営全般の状況を把握しております。　

一方、社内情報を集約させて牽制機能の強化を図るためにディスクロージャー委員会を設置してお

ります。当委員会は、取締役会の下部組織でありますが、取締役会の決定事項の確認等を行っておりま

す。

以上から、社外監査役及びディスクロージャー委員会の監視により、経営監視機能が十分に機能して

いると考えており、当該体制を採用しております。
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内部統制システムの整備状況については、当社は、内部統制委員会により、当社グループで内部統制

システムの整備を行っております。内部統制システムの責任者は、代表取締役である中川哲也が担当し

ております。委員会のメンバーは、各部署の責任者が担当し、必要に応じて各業務プロセスごとに意見

交換及びチェックを行っております。なお、委員会で検討した課題及び発見された問題点については、

必要に応じて監査役及び監査法人と協議することとしております。　　　

また、リスク管理体制の整備の状況は、規定に定めるとおり全役職員がルールを遵守することを前提

とし、管理部を中心に、各部門と常に連携をとり情報を共有することにより、問題の早期発見と未然防

止に努めております。

　

　②　内部監査及び監査役監査

当社の内部監査及び監査役監査の組織は、内部監査担当者１名と監査役３名で構成されており、監査

役の１名は公認会計士であり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。なお、当該組

織は、主として会社の定めたルールに従って業務が行われているかという観点からチェックを行い、内

部監査人及び監査役並びに会計監査人との意見交換等の下、内部統制の充実を図っております。

　また、常勤監査役が会計監査人と定期的に状況報告会を行っております。内部監査部門は内部監査日

程に基づき、内部監査担当者より定期的に監査役会への報告が行われ、随時改善を行っております。　

　

　③　社外取締役及び社外監査役

当社は社外取締役を選任しておりませんが、監査役３名が社外監査役であり、その監査役が、取締役

会等の重要会議に出席し、その決議等が法令及び定款に違反していないか、また職務権限に基づく決裁

事項に法令等に対し違反がないか調査し、是正及び改善を行っており、十分に監査機能を果たしている

と考えております。なお、社外監査役のうち１名を独立役員として指定しております。

当社の社外監査役は３名であります。社外監査役である君島敏明及び奥島敏和ならびに青山賢五は、

当社との間に人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありません。また、社外監査役

が役員を兼任する他の会社等と当社との間に、人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係

はありません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　なお、当社は社外監査役の選任について当社からの独立性に関する基準は設けておりませんが、社外

監査役はさまざまな分野に関する豊富な知識と経験を有する者の中から選任し、中立的、客観的視点か

ら監査を行うことにより、独立的な立場で経営の健全性を確保するという方針をとっております。

　社外監査役は、いずれも豊富な経験と幅広い見識をもとに当社の経営を監視するとともに、当社の経

営全般に助言をすることにより、企業社会を踏まえた客観的な視点で高い独立性をもって経営の監視

を行っております。また、社外監査役は毎月開催される取締役会に出席し、積極的に発言しており、稟議

書、契約書等の閲覧、取締役とのミーティング、従業員との面談などを行い、会社経営全般の状況を把握

しております。以上から、当社は社外監査役の独立性が確保されており、社外監査役の選任状況は十分

であると判断しております。

　また、社外監査役は会計監査人と定期的に状況報告会を行っております。なお、内部監査の状況に関し

ては、内部監査責任者より定期的に監査役会への報告が行われ、随時改善を行っております。　
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　④ 役員の報酬等

第10期事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬の内容は以下のとおりでありま

す。

イ　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の
総額(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く)

18,870 18,870 ― ― ― 4

監査役
(社外監査役を除く)

― ― ― ― ― ―

社外役員 2,490 2,490 ― ― ― 3

　

ロ　提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　

ハ　役員の報酬等の額の決定に関する方針

当社は役員の報酬等の額の決定に関する方針を定めておりませんが、当社が重視する価値及び戦略、業

績の反映及び測定、株主との利益の一致等を踏まえて適切な報酬を決定しております。

　

　⑤　株式の保有状況

イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

　銘柄数　　　　　　　　　　　２銘柄

　　貸借対照表計上額の合計額　　1,738千円

　

ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保

有目的

　該当事項はありません。

　

ハ　保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。

　

　⑥　会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は清翔監査法人に所属する倉岡隆典氏、近暁氏であり、監査

業務に係る補助者の構成は、公認会計士１名、その他１名であります。

　

　⑦ 取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めております。

　

　⑧ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分の

１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び選任決議は、累積投票によらない

旨を定款に定めています。
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　⑨ 自己の株式の取得の決定機関

当社は自己の株式の取得について、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己

の株式を取得することができる旨定款に定めています。これは企業環境の変化に対応し、機動的な経営を

遂行することを目的とするものです。

　

　⑩ 中間配当の決定機関

当社は、中間配当について株主への機動的な利益還元を行うことを目的として、会社法第454条第５項

の規定により、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨を

定款に定めております。

　

　⑪ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める株主総会の特

別決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、そ

の議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めています。

　

　⑫ 取締役及び監査役の責任免除

当社は取締役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できるようにするため、取締役会の決議に

よって、取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の会社法第423条

第１項の賠償責任について法令に定める最低責任限度額を控除して得た額を限度として免除することが

できる旨定款に定めています。

　

　⑬ 会計監査人の責任免除

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会計監査人との間に会社法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

 ① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 15,000 ― 16,275 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 15,000 ― 16,275 ―

　

 ② 【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度

該当事項はありません。

当連結会計年度

当社は、過年度決算にかかる監査報酬として、やよい監査法人に対して7,350千円を支払っております。

　

 ③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

 該当事項はありません。

当連結会計年度

 該当事項はありません。

　

 ④ 【監査報酬の決定方針】

当社は、監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針を定めておりませんが、監査公認会計士等か

ら提示された監査計画、内容、日数等を検討し、取締役会及び監査役会の同意を得て、決定しておりま

す。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　
(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成23年４月１日から平成

24年３月31日まで)及び事業年度(平成23年４月１日から平成24年３月31日まで)の連結財務諸表及び財

務諸表について、清翔監査法人により監査を受けております。

当社の監査公認会計士等は次のとおり異動しております。

第９期連結会計年度の連結財務諸表及び第９期事業年度の財務諸表　　やよい監査法人

第10期連結会計年度の連結財務諸表及び第10期事業年度の財務諸表　　清翔監査法人

　
当該異動について臨時報告書を提出しております。臨時報告書に記載した事項は次のとおりです。

（１）異動に係る監査公認会計士等の名称

①　就任する監査公認会計士等の名称   清翔監査法人

②　退任する監査公認会計士等の名称   やよい監査法人

（２）異動の年月日

　　平成23年10月20日

（３）退任する監査公認会計士等が直近において監査公認会計士等となった年月日

　平成22年８月２日

（４）退任する監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等又は内部統制監査報告書におけ

る意見等に関する事項

　該当事項はありません。

（５）異動の決定又は異動に至った理由及び経緯

当社の会計監査人であるやよい監査法人が解散するとの通知を受けたため、当社は諸般の事情を

考慮して、清翔監査法人との契約に合意し、公認会計士等の異動を行うことといたしました。

（６）上記（５）の理由及び経緯に対する監査報告書等又は内部統制監査報告書の記載事項に係る退任

する監査公認会計士等の意見

　特段の意見はない旨の回答を得ております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,286 10,769

受取手形及び売掛金 104,882 4,306

商品 188 0

仕掛品 2,484 －

貯蔵品 503 449

短期貸付金 3,081 829

仮払金 3,687 1

未収還付法人税等 － 19,469

未収入金 1,999 4,038

その他 5,067 3,187

貸倒引当金 △1,466 △223

流動資産合計 122,714 42,828

固定資産

有形固定資産

建物 8,587 1,935

減価償却累計額 △7,624 △564

減損損失累計額 △962 －

建物（純額） － 1,370

工具、器具及び備品 6,666 6,666

減価償却累計額 △6,167 △6,167

減損損失累計額 △499 △499

工具、器具及び備品（純額） － －

有形固定資産合計 － 1,370

無形固定資産

ソフトウエア 3,271 －

その他 114 114

無形固定資産合計 3,386 114

投資その他の資産

投資有価証券 1,738 1,738

長期貸付金 18,962 10,132

敷金 7,395 732

破産更生債権等 193,886 197,685

その他 1,418 417

貸倒引当金 △212,779 △207,179

投資その他の資産合計 10,622 3,526

固定資産合計 14,008 5,011

資産合計 136,723 47,840
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 25,810 7,143

短期借入金 － 2,300

未払金 49,876 33,506

未払費用 19,787 20,451

未払法人税等 3,157 3,164

未払消費税等 4,510 4,511

預り金 561 7,313

資産除去債務 3,637 －

流動負債合計 107,341 78,391

固定負債

資産除去債務 － 1,935

負ののれん 15,726 9,828

固定負債合計 15,726 11,764

負債合計 123,067 90,155

純資産の部

株主資本

資本金 499,790 40,000

資本剰余金 608,940 －

利益剰余金 △1,067,783 △55,025

自己株式 △27,290 △27,290

株主資本合計 13,656 △42,315

純資産合計 13,656 △42,315

負債純資産合計 136,723 47,840
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

売上高 385,391 38,633

売上原価 272,500 44,043

売上総利益又は売上総損失（△） 112,891 △5,409

販売費及び一般管理費

役員報酬 29,580 27,600

給料 21,757 19,689

業務委託費 28,546 8,155

貸倒引当金繰入額 898 2,555

支払報酬 26,218 35,294

研究開発費 － 17,000

その他 43,802 ※1
 31,769

販売費及び一般管理費合計 150,803 142,065

営業損失（△） △37,911 △147,475

営業外収益

受取利息 562 65

負ののれん償却額 5,897 5,897

雑収入 287 7,596

営業外収益合計 6,747 13,559

営業外費用

支払利息 132 215

雑損失 185 937

営業外費用合計 318 1,152

経常損失（△） △31,482 △135,069

特別利益

固定資産売却益 50 －

貸倒引当金戻入額 11,234 －

賞与引当金戻入額 1,460 －

資産除去債務戻入益 － 2,062

債務免除益 － ※2
 11,575

過年度消費税還付金 － ※3
 6,750

その他 － 376

特別利益合計 12,744 20,763

特別損失

前期損益修正損 ※4
 8,944 －

固定資産除却損 ※5
 3,145 －

固定資産売却損 ※6
 8 －

減損損失 ※7
 5,441

※7
 2,898

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 1,958 －

損害賠償金 16,467 －

特別損失合計 35,965 2,898

税金等調整前当期純損失（△） △54,703 △117,203

法人税、住民税及び事業税 2,096 1,420

過年度法人税等戻入額 － ※3
 △62,652

法人税等合計 2,096 △61,232

少数株主損益調整前当期純損失（△） △56,800 △55,971

当期純損失（△） △56,800 △55,971
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【連結包括利益計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

少数株主損益調整前当期純損失（△） △56,800 △55,971

包括利益 △56,800 △55,971

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △56,800 △55,971

少数株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 485,790 499,790

当期変動額

新株の発行 14,000 －

資本金から剰余金への振替 － △459,790

当期変動額合計 14,000 △459,790

当期末残高 499,790 40,000

新株式申込証拠金

当期首残高 28,000 －

当期変動額

新株の発行 △28,000 －

当期変動額合計 △28,000 －

当期末残高 － －

資本剰余金

当期首残高 594,940 608,940

当期変動額

新株の発行 14,000 －

資本金から剰余金への振替 － 459,790

欠損填補 － △1,068,730

当期変動額合計 14,000 △608,940

当期末残高 608,940 －

利益剰余金

当期首残高 △1,010,983 △1,067,783

当期変動額

当期純損失（△） △56,800 △55,971

欠損填補 － 1,068,730

当期変動額合計 △56,800 1,012,758

当期末残高 △1,067,783 △55,025

自己株式

当期首残高 △27,290 △27,290

当期末残高 △27,290 △27,290

株主資本合計

当期首残高 70,456 13,656

当期変動額

新株の発行 － －

資本金から剰余金への振替 － －

欠損填補 － －

当期純損失（△） △56,800 △55,971

当期変動額合計 △56,800 △55,971

当期末残高 13,656 △42,315

純資産合計

当期首残高 70,456 13,656

当期変動額

当期純損失（△） △56,800 △55,971

当期変動額合計 △56,800 △55,971

当期末残高 13,656 △42,315
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △54,703 △117,203

減価償却費 11,190 1,090

負ののれん償却額 △5,897 △5,897

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10,335 1,157

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,320 －

受取利息及び受取配当金 △562 △65

支払利息 132 215

前期損益修正損益（△は益） 8,944 －

有形固定資産除却損 3,145 －

資産除去債務戻入益 － △2,062

減損損失 5,441 2,898

売上債権の増減額（△は増加） △90,471 100,575

たな卸資産の増減額（△は増加） 34 2,726

仮払金の増減額（△は増加） 16,332 3,686

その他の流動資産の増減額（△は増加） 3,534 △172

仕入債務の増減額（△は減少） 9,739 △18,666

未払消費税等の増減額（△は減少） 4,325 1

前受収益の増減額（△は減少） △514 －

破産更生債権等の増減額（△は増加） △36 △3,798

その他の流動負債の増減額（△は減少） 29,884 △10,565

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 1,958 －

その他 － 2,321

小計 △69,178 △43,759

利息及び配当金の受取額 1,322 20

利息の支払額 △267 △179

法人税等の支払額 △1,291 －

法人税等の還付額 － 43,182

営業活動によるキャッシュ・フロー △69,415 △736

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △142 －

有形固定資産の売却による収入 58 －

無形固定資産の取得による支出 △7,735 －

短期貸付けによる支出 △525 －

短期貸付金の回収による収入 28,591 805

敷金及び保証金の差入による支出 － △1,100

敷金及び保証金の回収による収入 229 7,213

投資活動によるキャッシュ・フロー 20,476 6,918

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － 2,300

長期借入金の返済による支出 △9,100 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,100 2,300

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △58,038 8,482

現金及び現金同等物の期首残高 60,325 2,286

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 2,286

※1
 10,769
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【継続企業の前提に関する事項】

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　 至　平成24年３月31日）

当社グループは、当連結会計年度において、55,971千円の当期純損失を計上した結果、42,315千円の債務

超過になっております。

　これにより継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。 

　連結財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消すべく、以下の施策を実施してまいります。　

１ モバイルコンテンツのプロデュース事業の統廃合及び新規所業の立ち上げ

当社グループの主力事業であるモバイルコンテンツのプロデュース事業に関しては、収益性が大幅に減

少したモバイルサイトのコスト削減を行っておりますが、今後収益の回復見込みが低いモバイルサイトに

ついては更なる統廃合を行ってまいります。また、スマートフォンを中心とした新規モバイルサイトについ

ては、人材資源及び広告宣伝費等を注入し収益の向上を目指します。

　新規事業に関しては、中国及びロシアでの海外セールスプロデュース事業の立ち上げを行い、継続的な売

上確保を図ってまいります。

２　資金調達及び財務体質の改善

今後の新規事業への投資資金及び債務超過解消のための資金確保を目的とした資金調達の施策としまし

ては、第三者割当増資による資金調達を検討しております。調達の時期については、できるだけ早期に行う

予定でありますが、資金調達先との関連性等を考慮した上で決定する予定です。

しかしながら、上記の施策は実施途上にあるため、上記の対応策を実施してもなお継続企業の前提に関す

る重要な不確実性が認められます。

　なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記のような重要な不確実性の影響を連結

財務諸表には反映しておりません。
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

１　連結の範囲に関する事項

   (1)　連結子会社の数　２社

    　　連結子会社の名称

　  　　㈱インスタイル

　  　　㈱ビーフォーシー

　 (2)　主要な非連結子会社名

　　　　㈱NLホールディングス

　　　　㈲NLキャピタル

　　　　連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社２社は、いずれも小規模であり、連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためで

あります。

　
２　持分法の適用に関する事項

 　(1)　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称

　　　　㈱NLホールディングス

　　　　㈲NLキャピタル

持分法を適用しない理由

　持分法を適用していない会社は、いずれも小規模であり、全体としても重要性がないため、持分法の

適用範囲から除外しております。

　
３　連結子会社の事業年度等に関する事項

    連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

　
４　会計処理基準に関する事項

  (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法　

  (イ)　有価証券

        その他有価証券

        時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

  (ロ)　たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

  評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によっております。

    ａ　商品、仕掛品

個別法による原価法によっております。

    ｂ　貯蔵品

最終仕入原価法による原価法によっております。

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  (イ)　有形固定資産

      定率法によっております。

      主な耐用年数は次のとおりであります。

    建物　　　　　　　　３年～15年

EDINET提出書類

株式会社ＮｏｗＬｏａｄｉｎｇ(E05489)

有価証券報告書

40/91



    工具、器具及び備品　４年～８年

なお取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、法人税法の規定に基づく３年均等償却に

よっております。

  (ロ)　無形固定資産

  自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(３年～５年)に基づく定額法によっ

ております。

  (3) 重要な引当金の計上基準

      貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

  (4) のれんの償却方法及び償却期間

  負ののれんは５年間で均等償却しております。

  (5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  手許現金、随時引出可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

  (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

    消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結

会計年度の費用として処理しております。　

　
【会計方針の変更】

　　該当事項はありません。

　
　
　
【表示方法の変更】

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「未収入金」は、金額的重

要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させ

るため、前連結会計年度の連結財務諸表の組み換えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「その他」に表示していた7,066千

円は、「未収入金」1,999千円、「その他」5,067千円として組み替えております。

前連結会計年度において流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「未払消費税等」「預り

金」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法

の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組み換えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」の「その他」に表示していた5,071千

円は、「未払消費税等」4,510千円、「預り金」561千円として組み替えております。

　
　

【追加情報】

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の
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訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しており

ます。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

該当事項はありません。

　

　

(連結損益計算書関係)

※１　一般管理費に含まれる研究開発費は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

　 - 17,000千円

　

※２　債務免除益の内容

当社取引先からの買掛金及び支払報酬の債務減免によるものであります。

　
※３　過年度消費税還付金及び過年度法人税等戻入額の内容

過年度決算修正に伴い過年度消費税及び過年度法人税等の還付を受けたことによるものであります。

　

※４

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

前期損益修正損 8,944千円 －

  子会社の事務所移転に伴う費用計上等によるものです。

　
※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

工具、器具及び備品 1,054千円 －

ソフトウェア 2,091千円 －

　

※６　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

ソフトウェア 8千円 －

　

※７　当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

    前連結会計年度(自　平成22年４月１日  至　平成23年３月31日)

    減損損失の内訳は次のとおりであります。

種類 金額 会社

建物 962千円㈱NowLoading

工具、器具及び備品 499千円
㈱NowLoading
㈱インスタイル

ソフトウェア 3,646千円
㈱インスタイル
㈱ビーフォーシー

販売権 333千円㈱NowLoading

  当社グループは、原則として、事業用資産については経営管理上の事業区分を基準としてグルーピング

を行っており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。
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　当連結会計年度において、急速な事業環境変化により業績が悪化したセールスプロデュース事業に係る

資産グループ、事業の用に供していない資産グループの帳簿価額を、回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（5,441千円）として特別損失に計上しました。

　なお、セールスプロデュース事業に係る資産グループ及び事業の用に供していない資産グループの回収

可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローは2.1％で割引計算を行ってお

ります。

　
当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

　　減損損失の内訳は次のとおりであります。

種類 金額 会社

ソフトウェア 2,898千円㈱インスタイル

　当社グループは、原則として、事業用資産については経営管理上の事業区分を基準としてグルーピング

を行っており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。

　当連結会計年度において、急速な事業環境の変化により業績が悪化したモバイルコンテンツのプロ

デュース事業に係る資産グループの帳簿価額を、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（2,898千円）として特別損失に計上しました。

　なお、モバイルコンテンツのプロデュース事業に係る資産グループの回収可能価額は使用価値により測

定しておりますが、将来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスであるため回収可能価額をゼ

ロとして評価しております。

　
(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

　　該当事項はありません。

　
(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 20,591 700 － 21,291

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

第三者割当増資による増加　　700株　

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 130 － － 130
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３　新株予約権等に関する事項

会社名 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(千円)

当連結
会計年度期首

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社
第２回新株予約権 普通株式 84 － － 84 －

第３回新株予約権 普通株式 158 － － 158 －

合計 242 － － 242 －

　

　

４　配当に関する事項

該当事項はありません。
　

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 21,291 － － 21,291

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 130 － － 130

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(千円)

当連結
会計年度期首

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社
第２回新株予約権 普通株式 84 － 84 － －

第３回新株予約権 普通株式 158 － － 158 －

合計 242 － 84 158 －

(注)　1. 目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しておりま

す。

２．目的となる株式の数の変動事由の概要

　　　　　第２回新株予約権の減少は、権利失効によるものであります。

　

　

４　配当に関する事項

該当事項はありません。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

現金及び預金 2,286千円 10,769千円

現金及び現金同等物 2,286千円 10,769千円

　

　

(リース取引関係)

  リース契約１件当たりのリース料総額が300万円を超えるリース物件がないため記載を省略しておりま

す。
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(金融商品関係)

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主としてセールスプロデュース事業を行うための事業計画に照らして、必要な資金

（主に銀行借入）を調達しております。また、短期的な運転資金を銀行借入等により調達しております。

デリバティブは利用しておらず、投機的な取引は行わない方針であります。

　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。貸付金は、貸付先の信

用リスクに晒されております。投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、時価を把握す

ることが極めて困難ではありますが、業務上の関係を有する企業の信用リスクに晒されております。

　取引先企業との営業債務である支払手形及び買掛金ならびに未払金は、ほとんど１年以内の支払期日で

あります。

　

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

 ① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、販売管理規程に従い、営業債権について営業部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリング

し、財務経理課が取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念

の早期把握や軽減を行っております。連結子会社についても、当社の販売管理規程に準じて、同様の管理

を行っております。

　当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表額に

より表わされています。

 ② 市場リスクの管理

投資有価証券につきましては、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企

業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

 ③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき財務経理課が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流

動性を継続して維持することにより、流動性リスクを管理しております。

　

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定については変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。

　

(5) 信用リスクの集中

当期の連結決算日現在における営業債権のうち53.7％が特定の大口顧客に対するものであります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（(注) ２

を参照ください。）

　
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

（千円） （千円） （千円）

(1)　現金及び預金 2,286 2,286 ―

(2)　受取手形及び売掛金 104,882 104,882 ―

(3)　短期貸付金 3,081　 　

　　　貸倒引当金(※１) 227　 　

　　　短期貸付金（純額） 2,854 2,854 ―

(4)　長期貸付金 18,962　 　

　　　貸倒引当金(※１) 18,962　 　

　　　長期貸付金（純額） ― ― ―

(5)　破産更生債権等 193,886　 　

　　　貸倒引当金(※１) 193,886　 　

　　　破産更生債権等（純額） ― ― ―

資産計 110,022 110,022 ―

(1)　支払手形及び買掛金 25,810 25,810 ―

(2)　未払金 49,876 49,876 ―

負債計 75,686 75,686 ―

(※１)　個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

　

(注) １　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

　(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

　(3) 短期貸付金、(4) 長期貸付金

当社では、貸付金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、そ

の将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適当な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引

いた現在価値により算定しております。また、貸倒懸念債権については、同様の割引率による見積

キャッシュ・フローの割引現在価値、又は、担保及び保証による回収見込額等により、時価を算定して

おります。

　(5) 破産更生債権等

これらは担保及び保証による回収見込額等により、時価を算定しております。
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負　債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 未払金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

　

(注) ２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

　非上場株式 1,738

　

(注) ３　金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
(千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 2,286 ― ― ―

受取手形及び売掛金 104,882 ― ― ―

短期貸付金 2,854 ― ― ―

合計 110,022 ― ― ―

　個別に貸倒引当金を計上している債権については、償還予定日の把握が極めて困難であるため、上記の償還予定

額には含めておりません。
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当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

　

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主としてセールスプロデュース事業を行うための事業計画に照らして、必要な資金を

調達しております。また、短期的な運転資金を銀行借入等により調達しております。デリバティブは利用

しておらず、投機的な取引は行わない方針であります。

　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。貸付金は、貸付先の信

用リスクに晒されております。投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、時価を把握す

ることが極めて困難ではありますが、業務上の関係を有する企業の信用リスクに晒されております。

　取引先企業との営業債務である支払手形及び買掛金ならびに未払金は、ほとんど１年以内の支払期日で

あります。

　

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

 ① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、販売管理規程に従い、営業債権について営業部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリング

し、財務経理課が取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念

の早期把握や軽減を行っております。連結子会社についても、当社の販売管理規程に準じて、同様の管理

を行っております。

　当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表額に

より表されています。

 ② 市場リスクの管理

投資有価証券につきましては、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企

業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

 ③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき財務経理課が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流

動性を継続して維持することにより、流動性リスクを管理しております。

　

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定については変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。

　

(5) 信用リスクの集中

当期の連結決算日現在における営業債権のうち55.0％が特定の大口顧客に対するものであります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成24年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（(注) ２

を参照ください。）

　
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

（千円） （千円） （千円）

(1)　現金及び預金 10,769 10,769 ―

(2)　受取手形及び売掛金 4,306 4,306 ―

(3)　短期貸付金 829 829 ―

(4)　長期貸付金 10,132　 　

　　　貸倒引当金(※１) 9,494　 　

　　　長期貸付金（純額） 638 638 ―

(5)　破産更生債権等 197,685　 　

　　　貸倒引当金(※１) 197,685　 　

　　　破産更生債権等（純額） ― ― ―

資産計 16,542 16,542 ―

(1)　支払手形及び買掛金 7,143 7,143 ―

(2)　未払金 33,506 33,506 ―

負債計 40,649 40,649 ―

(※１)　個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

　

(注) １　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

　(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

　(3) 短期貸付金、(4) 長期貸付金

当社では、貸付金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、そ

の将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適当な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引

いた現在価値により算定しております。また、貸倒懸念債権については、同様の割引率による見積

キャッシュ・フローの割引現在価値、又は、担保及び保証による回収見込額等により、時価を算定して

おります。

　(5) 破産更生債権等

これらは担保及び保証による回収見込額等により、時価を算定しております。
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負　債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 未払金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

　

(注) ２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

　非上場株式 1,738

　

(注) ３　金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
(千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 10,769 ― ― ―

受取手形及び売掛金 4,306 ― ― ―

短期貸付金 829 ― ― ―

長期貸付金 ― 638 ― ―

合計 15,904 638 ― ―

　個別に貸倒引当金を計上している債権については、償還予定日の把握が極めて困難であるため、上記の償還予定

額には含めておりません。
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(有価証券関係)

前連結会計年度（平成23年３月31日）

その他有価証券

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

取得原価 差額

（千円） （千円） （千円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　

　株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　 　

　株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 ― ― ―

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額1,738千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

当連結会計年度（平成24年３月31日）

その他有価証券

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

取得原価 差額

（千円） （千円） （千円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　

　株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　 　

　株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 ― ― ―

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額1,738千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

　

(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。
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(退職給付関係)

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

該当事項はありません。
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

　

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年３月25日 平成16年３月25日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　３名
当社監査役　１名
当社従業員　18名

社外協力者30名

株式の種類及び付与数 普通株式　306株　(注) 普通株式　300株　(注)

付与日 平成16年７月14日 平成16年７月14日

権利確定条件

　新株予約権者は、権利行使
時においても当社の取締
役、監査役または従業員の
地位にあることを要するも
のとする。ただし、当社取締
役会において承認を得た場
合にはこの限りではない。
　新株予約権の相続は認め
ない。
　その他新株予約権の行使
の条件は、株主総会決議お
よび取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権者と
の間で締結する新株予約権
割当契約に定めるところに
よる。

　新株予約権の相続は認め
ない。
　「新株予約権の行使期
間」の規定に関わらず、当
社株式が証券取引所へ上場
した日から１年を経過する
日までは、新株予約権の権
利行使は一切できないもの
とする。
　その他新株予約権の行使
の条件は、株主総会決議お
よび取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権者と
の間で締結する新株予約権
割当契約に定めるところに
よる。
　

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはあり
ません。

対象勤務期間の定めはあり
ません。

権利行使期間 　 平成18年4月 1日から
　 平成24年2月28日まで

　 平成16年7月14日から
　 平成26年2月28日まで

(注)　株式数に換算して記載しております。

なお、平成16年３月25日決議分のストック・オプションにつきましては、平成16年７月16日付株式分割(１株につ

き２株)による分割後の株式数に換算して記載しております。

　
(2)　ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（平成23年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプショ

ンの数については、株式数に換算して記載しております。

　なお、平成16年３月25日決議分のストック・オプションにつきましては、平成16年７月16日付株式分割（１株に

つき２株）による分割後の株式数に換算して記載しております。
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①　ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年３月25日 平成16年３月25日

権利確定前 　 　

　前連結会計年度末(株) ― ―

　付与(株) ― ―

　失効(株) ― ―

　権利確定(株) ― ―

　未確定残(株) ― ―

権利確定後 　 　

　前連結会計年度末(株) 84 158

　権利確定(株) ― ―

　権利行使(株) ― ―

　失効(株) ― ―

　未行使残(株) 84 158

　
②　単価情報

　

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年３月25日 平成16年３月25日

権利行使価格(円) 75,000 75,000

行使時平均株価(円) ― ―

付与日における公正な
評価単価（円）

― ―
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当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

　

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年３月25日 平成16年３月25日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　３名
当社監査役　１名
当社従業員　18名

社外協力者30名

株式の種類及び付与数 普通株式　306株　(注) 普通株式　300株　(注)

付与日 平成16年７月14日 平成16年７月14日

権利確定条件

　新株予約権者は、権利行使
時においても当社の取締
役、監査役または従業員の
地位にあることを要するも
のとする。ただし、当社取締
役会において承認を得た場
合にはこの限りではない。
　新株予約権の相続は認め
ない。
　その他新株予約権の行使
の条件は、株主総会決議お
よび取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権者と
の間で締結する新株予約権
割当契約に定めるところに
よる。

　新株予約権の相続は認め
ない。
　「新株予約権の行使期
間」の規定に関わらず、当
社株式が証券取引所へ上場
した日から１年を経過する
日までは、新株予約権の権
利行使は一切できないもの
とする。
　その他新株予約権の行使
の条件は、株主総会決議お
よび取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権者と
の間で締結する新株予約権
割当契約に定めるところに
よる。
　

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはあり
ません。

対象勤務期間の定めはあり
ません。

権利行使期間 　 平成18年4月 1日から
　 平成24年2月28日まで

　 平成16年7月14日から
　 平成26年2月28日まで

(注)　株式数に換算して記載しております。

なお、平成16年３月25日決議分のストック・オプションにつきましては、平成16年７月16日付株式分割(１株につ

き２株)による分割後の株式数に換算して記載しております。
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(2)　ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（平成24年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプショ

ンの数については、株式数に換算して記載しております。

　なお、平成16年３月25日決議分のストック・オプションにつきましては、平成16年７月16日付株式分割（１株に

つき２株）による分割後の株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年３月25日 平成16年３月25日

権利確定前 　 　

　前連結会計年度末(株) ― ―

　付与(株) ― ―

　失効(株) ― ―

　権利確定(株) ― ―

　未確定残(株) ― ―

権利確定後 　 　

　前連結会計年度末(株) 84 158

　権利確定(株) ― ―

　権利行使(株) ― ―

　失効(株) 84 ―

　未行使残(株) ― 158

　
②　単価情報

　

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年３月25日 平成16年３月25日

権利行使価格(円) 75,000 75,000

行使時平均株価(円) ― ―

付与日における公正な
評価単価（円）

― ―
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

(繰延税金資産) 　 　
貸倒引当金 87,829千円 86,670千円

棚卸資産評価損 24 ―

未払事業税 594 258

減損損失 80,154 64,922

資産除去債務 458 231

関係会社株式評価損 579 590

税務上の繰越欠損金 468,001 483,559

繰延税金資産小計 637,641 636,231

評価性引当額 △637,641 △636,231

繰延税金資産合計 ― ―

繰延税金資産の純額 ― ―

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　　税金等調整前当期純損失が計上されているため記載を省略しております。

　
(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

　当社及び子会社事務所建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

　

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

過去の移転にかかった１坪あたりの原状回復費に現在賃貸している事務所坪数を乗じて資産除去債務

の金額を計算しております。なお、使用見込み期間を２年と見積もり、割引率は1.0％としております。

　

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

　

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

期首残高(注) 3,637千円 3,637千円

移転に伴う減少額 ― 3,637千円

移転に伴う増加額 ― 1,935千円

期末残高 3,637千円 1,935千円

(注)  前連結会計年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31

日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日)を適

用したことによる残高であります。

　
　
(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

　

【セグメント情報】

前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)及び当連結会計年度(自  平成23年４

月１日  至  平成24年３月31日)

当社及び連結子会社の事業は、セールスプロデュース業の単一セグメントであります。従いまして、開

示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。　

　

　

【関連情報】

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

当社グループのサービスは、単一のセールスプロデュース業でありますので、記載を省略しております。

　

２  地域ごとの情報

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの有形固定資産の金額の合計額に占める日本の割合が、

いずれも90％を超えているため、地域に関する情報の記載を省略しております。

　

３  主要な顧客ごとの情報

　 　 (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱エクシング 206,911セールスプロデュース業

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

当社グループのサービスは、単一のセールスプロデュース業でありますので、記載を省略しております。

　

２  地域ごとの情報

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの有形固定資産の金額の合計額に占める日本の割合が、

いずれも90％を超えているため、地域に関する情報の記載を省略しております。
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３  主要な顧客ごとの情報

　 　 (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱エクシング 15,815セールスプロデュース業

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
報告セグメント

全社・消去
(千円)

合計
(千円)セールスプロデュー

ス事業　(千円)
合計
(千円)

減損損失 5,441 5,441 － 5,441

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
報告セグメント

全社・消去
(千円)

合計
(千円)セールスプロデュー

ス事業　(千円)
合計
(千円)

減損損失 2,898 2,898 － 2,898

　

EDINET提出書類

株式会社ＮｏｗＬｏａｄｉｎｇ(E05489)

有価証券報告書

62/91



　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

平成22年４月１日前に行われた子会社株式の取得により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高

は、以下のとおりであります。

　

　
報告セグメント

全社・消去
(千円)

合計
(千円)セールスプロデュー

ス事業　(千円)
合計
(千円)

当期償却額 5,897 5,897 － 5,897

当期末残高 15,726 15,726 － 15,726

　
当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

平成22年４月１日前に行われた子会社株式の取得により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高

は、以下のとおりであります。

　

　
報告セグメント

全社・消去
(千円)

合計
(千円)セールスプロデュー

ス事業　(千円)
合計
(千円)

当期償却額 5,897 5,897 － 5,897

当期末残高 9,828 9,828 － 9,828

　
　

　
【報告セグメント負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

　該当事項はありません。

　

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

該当事項はありません。

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

　該当事項はありません。

　

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

期末残高
(千円)

 役員 中川　哲也 － －
当社

代表取締役
直接 12.4 －

金銭の借り

入れ
500 －

取引条件及び取引条件の決定方針　

当社代表取締役中川哲也の資金援助により当連結子会社は借り入れを行い、期末時点においては全額

弁済しております。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

該当事項はありません。

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

  １株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり当期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

項目
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

(1) １株当たり純資産額 645円34銭 △1,999円68銭

　(算定上の基礎) 　 　

    純資産の部の合計額(千円) 13,656 △42,315

    普通株式に係る純資産額(千円) 13,656 △42,315

    差額の主な内訳(千円) ― ―

    普通株式の発行済株式数(株) 21,291 21,291

    普通株式の自己株式数(株) 130 130

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株)

21,161 21,161

　

項目
前連結会計年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

(2) １株当たり当期純損失金額 2,687円87銭 2,645円03銭

　(算定上の基礎) 　 　

　  当期純損失(千円) 56,800 55,971

　  普通株式に係る当期純損失 (千円) 56,800 55,971

　  普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　  普通株式の期中平均株式数(株) 21,132 21,161

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概
要

新株予約権２種類
（株式の数　242株）

新株予約権１種類
（株式の数  158株）

(注)　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失が計上

されているため記載を省略しております。

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　
【借入金等明細表】

　

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― 2,300 3.0 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

― ― ― ―

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

― ― ― ―

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 ― 2,300 ― ―

(注) 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

　

　

【資産除去債務明細表】

　

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

不動産賃貸借契約に伴
う原状回復義務

3,637 1,935 3,637 1,935

　

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

　 　

第１四半期
連結累計期間

(自　平成23年４月１日

至　平成23年６月30日)

第２四半期
連結累計期間

(自　平成23年４月１日

至　平成23年９月30日)

第３四半期
連結累計期間

(自　平成23年４月１日

至　平成23年12月31日)

第10期
連結会計年度

(自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日)

売上高 (千円) 17,889 22,293 25,809 38,633

税金等調整前
四半期純(当期)損
失金額(△)

(千円) △55,519 △85,781 △107,644 △117,203

四半期(当期)純損
失金額(△)

(千円) △57,362 △86,491 △108,709 △55,971

１株当たり四半期
(当期)純損失金額
(△)

　(円) △2,710.77 △4,087.32 △5,137.26 △2,654.03

　

　 　

第１四半期
連結会計期間

(自　平成23年４月１日

至　平成23年６月30日)

第２四半期
連結会計期間

(自　平成23年７月１日

至　平成23年９月30日)

第３四半期
連結会計期間

(自　平成23年10月１日

至　平成23年12月31日)

第４四半期
連結会計期間

(自　平成24年１月１日

至　平成24年３月31日)

１株当たり四半期
純利益金額又は純
損失金額(△)

　(円) △2,710.77 △1,376.55 △1,049.94 2,492.23
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,150 9,034

売掛金 29,990 3,685

商品 188 －

貯蔵品 485 448

前渡金 407 －

前払費用 688 665

未収還付法人税等 － 19,469

その他 7,396 5,518

貸倒引当金 △4,968 △767

流動資産合計 35,338 38,056

固定資産

有形固定資産

建物 8,587 －

減価償却累計額 △7,624 －

減損損失累計額 △962 －

建物（純額） － －

工具、器具及び備品 2,950 2,950

減価償却累計額 △2,766 △2,766

減損損失累計額 △183 △183

工具、器具及び備品（純額） － －

有形固定資産合計 － －

無形固定資産

その他 85 85

無形固定資産合計 85 85

投資その他の資産

投資有価証券 1,738 1,738

関係会社株式 305,000 305,000

出資金 10 10

長期貸付金 9,494 9,494

敷金及び保証金 7,395 182

破産更生債権等 193,886 197,211

その他 524 －

貸倒引当金 △203,905 △206,705

投資その他の資産合計 314,144 306,930

固定資産合計 314,229 307,015

資産合計 349,568 345,072
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(単位：千円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 19,425 1,254

短期借入金 ※1
 329,223

※1
 349,384

未払金 ※1
 47,056

※1
 36,394

未払費用 ※1
 55,571

※1
 66,364

未払法人税等 2,085 950

預り金 382 6,041

資産除去債務 3,637 －

流動負債合計 457,381 460,388

負債合計 457,381 460,388

純資産の部

株主資本

資本金 499,790 40,000

資本剰余金

資本準備金 608,940 －

その他資本剰余金 － －

資本剰余金合計 608,940 －

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △1,189,253 △128,025

利益剰余金合計 △1,189,253 △128,025

自己株式 △27,290 △27,290

株主資本合計 △107,813 △115,315

純資産合計 △107,813 △115,315

負債純資産合計 349,568 345,072
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

売上高 195,027 16,506

売上原価

製品売上原価

製品期首たな卸高 － －

当期製品製造原価 177,221 467

合計 177,221 467

製品期末たな卸高 － －

製品売上原価 177,221 467

商品売上原価

商品期首たな卸高 85 188

当期商品仕入高 2,430 3,007

商品他勘定振替高 19 －

合計 2,496 3,195

商品期末たな卸高 188 －

商品売上原価 2,307 3,195

売上原価合計 179,528 3,663

売上総利益 15,499 12,843

販売費及び一般管理費 ※1
 120,294

※1
 98,930

営業損失（△） △104,794 △86,087

営業外収益

受取利息 20 0

貸倒引当金戻入額 － 343

雑収入 234 7,756

営業外収益合計 255 8,099

営業外費用

支払利息 ※2
 8,816

※2
 10,779

雑損失 163 824

営業外費用合計 8,979 11,603

経常損失（△） △113,518 △89,591

特別利益

貸倒引当金戻入額 116 －

賞与引当金戻入額 1,179 －

資産除去債務戻入益 － 2,062

債務免除益 － ※3
 11,575

過年度消費税還付金 － ※4
 6,750

特別利益合計 1,295 20,387

特別損失

減損損失 1,479 －

子会社株式評価損 9,497 －

その他 1,958 －

特別損失合計 12,934 －

税引前当期純損失（△） △125,157 △69,204

法人税、住民税及び事業税 1,626 950

過年度法人税等戻入額 － ※4
 △62,652

法人税等合計 1,626 △61,702

当期純損失（△） △126,784 △7,502
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【製造原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 　 36,314 20.5 ─ 　

Ⅱ　労務費 　 ─ ─ ─ 　

Ⅲ　外注費 　 84,478 47.7 419 89.8

Ⅳ　経費 　 56,428 31.8 47 10.2

当期総製造費用 　 177,221100.0 467 100.0

仕掛品期首たな卸高 　 ─ 　 ─ 　

　合計 　 177,221　 467　

仕掛品期末たな卸高 　 ─ 　 ─ 　

他勘定振替高 　 ─ 　 ─ 　

当期製品製造原価 　 177,221　 467　

　 　 　 　 　 　

　

(原価計算の方法)

実際個別原価計算を実施しております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 485,790 499,790

当期変動額

新株の発行 14,000 －

資本金から剰余金への振替 － △459,790

当期変動額合計 14,000 △459,790

当期末残高 499,790 40,000

新株式申込証拠金

当期首残高 28,000 －

当期変動額

新株の発行 △28,000 －

当期変動額合計 △28,000 －

当期末残高 － －

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 594,940 608,940

当期変動額

新株の発行 14,000 －

準備金から剰余金への振替 － △608,940

当期変動額合計 14,000 △608,940

当期末残高 608,940 －

その他資本剰余金

当期首残高 － －

当期変動額

資本金から剰余金への振替 － 459,790

準備金から剰余金への振替 － 608,940

欠損填補 － △1,068,730

当期変動額合計 － －

当期末残高 － －

資本剰余金合計

当期首残高 594,940 608,940

当期変動額

新株の発行 14,000 －

資本金から剰余金への振替 － 459,790

準備金から剰余金への振替 － －

欠損填補 － △1,068,730

当期変動額合計 14,000 △608,940

当期末残高 608,940 －
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △1,062,468 △1,189,253

当期変動額

欠損填補 － 1,068,730

当期純損失（△） △126,784 △7,502

当期変動額合計 △126,784 1,061,228

当期末残高 △1,189,253 △128,025

利益剰余金合計

当期首残高 △1,062,468 △1,189,253

当期変動額

欠損填補 － 1,068,730

当期純損失（△） △126,784 △7,502

当期変動額合計 △126,784 1,061,228

当期末残高 △1,189,253 △128,025

自己株式

当期首残高 △27,290 △27,290

当期末残高 △27,290 △27,290

株主資本合計

当期首残高 18,971 △107,813

当期変動額

新株の発行 － －

資本金から剰余金への振替 － －

欠損填補 － －

当期純損失（△） △126,784 △7,502

当期変動額合計 △126,784 △7,502

当期末残高 △107,813 △115,315

純資産合計

当期首残高 18,971 △107,813

当期変動額

当期純損失（△） △126,784 △7,502

当期変動額合計 △126,784 △7,502

当期末残高 △107,813 △115,315
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【継続企業の前提に関する事項】

　

当事業年度（自　平成23年４月１日　 至　平成24年３月31日）

当社は、当事業年度において、7,502千円の当期純損失を計上した結果、115,315千円の債務超過になっ

ております。

　これにより継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。 

　財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消すべく、以下の施策を実施してまいります。　

１．売上の拡大及び利益率の向上

当社は、債務超過の解消のため、中国及びロシアでの海外セールスプロデュース事業の立ち上げを行

い、継続的な売上確保、利益率の向上を図ってまいります。具体的な施策としては、当事業年度に立ち上

がった中国におけるブランド品等の物販プロデュース事業を確立させ、安定的な収益の確保を目指しま

す。また、中国及びロシア企業の日本市場開拓のためのセールスプロデュース業務及び日本企業の海外市

場開拓のためのセールスプロデュース業務の立ち上げを積極的に図ってまいります。

２．資金調達及び財務体質の改善

今後の新規事業への投資資金及び債務超過解消のための資金確保を目的とした資金調達の施策としま

しては、他社との業務提携を含めた第三者割当増資による資金調達を検討しております。調達の時期につ

いては、できるだけ早期に行う予定でありますが、資金調達先との関連性等を考慮した上で決定する予定

です。

しかしながら、上記の施策は実施途上にあるため、上記の対応策を実施してもなお継続企業の前提に関

する重要な不確実性が認められます。

　なお、財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記のような重要な不確実性の影響を財務諸

表には反映しておりません。
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【重要な会計方針】

１　有価証券の評価基準及び評価方法

  (1) 子会社株式

  移動平均法による原価法によっております。

  (2) その他有価証券

    時価のないもの

  移動平均法による原価法によっております。

　
２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

  (1)商品

  個別法による原価法によっております。

  (2) 貯蔵品

      最終仕入原価法による原価法によっております。

　
３　固定資産の減価償却の方法

  (1) 有形固定資産

      定率法によっております。

      主な耐用年数は以下のとおりであります。

    建物　　　　　　　　３年～15年

    工具、器具及び備品　４年～８年

なお取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、法人税法の規定に基づく３年均等償却によっ

ております。

  (2) 無形固定資産

  自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(３年～５年)に基づく定額法によっ

ております。

　
４　引当金の計上基準

    貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　
５　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

    消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業

年度の費用として処理しております。
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【会計方針の変更】

　　  該当事項はありません。

　
【表示方法の変更】

　　　該当事項はありません。　

　
【追加情報】

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

※１　関係会社に係わるものが次の通り含まれております。

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

短期借入金 329,223千円 349,384千円

未払費用 38,251千円 48,862千円

未払金 8,452千円 12,862千円

　

(損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

貸倒引当金繰入額 4,069千円 △533千円

役員報酬 23,160千円 21,360千円

給与手当 16,411千円 15,078千円

業務委託費 25,962千円 11,851千円

減価償却費 2,844千円 －千円

支払手数料 8,101千円 9,852千円

支払報酬 14,600千円 24,671千円

　

      おおよその割合

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

　販売費 6.5％ 14.3％

　一般管理費 93.5％ 85.7％

　

※２　関係会社に係わるものが、以下のとおり含まれております。　　

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

支払利息 8,683千円 10,611千円

　
※３　債務免除益の内容

当社取引先からの買掛金及び支払報酬の債務減免によるものであります。

　
※４　過年度消費税還付金及び過年度法人税等戻入額の内容

過年度決算修正に伴い過年度消費税及び過年度法人税等の還付を受けたことによるものであります。

　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 130 ― ― 130

　
　

当事業年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）
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１　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 130 ― ― 130

　

　
(リース取引関係)

　リース契約１件当たりのリース料総額が300万円を超えるリース物件がないため記載を省略しておりま

す。

　
(有価証券関係)

　

前事業年度(平成23年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

区分 貸借対照表計上額 時　価 差　額

　 子会社株式 ― ― ―

計 ― ― ―

（注）　時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

　 区分
貸借対照表計上額
（千円）

　 　子会社株式 305,000

　 計 305,000

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の

「子会社株式及び関連会社株式」には含めておりません。

　
　
当事業年度(平成24年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

区分 貸借対照表計上額 時　価 差　額

　 子会社株式 ― ― ―

計 ― ― ―

（注）　時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

　 区分
貸借対照表計上額
（千円）

　 　子会社株式 305,000

　 計 305,000

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の

「子会社株式及び関連会社株式」には含めておりません。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

(繰延税金資産) 　 　

貸倒引当金 85,596千円 86,702千円

未払事業税 465 ―

減損損失 80,154 63,887

資産除去債務 458 ―

子会社株式評価損 14,343 14,626

関係会社株式評価損 579 590

税務上の繰越欠損金 458,451 453,266

繰延税金資産小計 640,048 619,073

評価性引当額 △640,048 △619,073

繰延税金資産計 ― ―

　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　　税引前当期純損失が計上されているため記載を省略しております。

　
　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

　

(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

　当社事務所建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

　

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

過去の移転にかかった１坪あたりの原状回復費に現在賃貸している事務所坪数を乗じて資産除去債務

の金額を計算しております。なお、使用見込み期間が非常に短いことから割引率は0％としております。

　

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

　

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

期首残高(注) 3,637千円 3,637千円

移転に伴う減少額 ― 3,637千円

期末残高 3,637千円 ―

(注)  前事業年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31日)及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日)を適用し

たことによる残高であります。
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(１株当たり情報)

  １株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり当期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。　

項目
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

(1) １株当たり純資産額 △5,094円89銭 △5,449円44銭

  (算定上の基礎) 　 　

    貸借対照表上の純資産の部の合計額(千円) △107,813 △115,315

    普通株式に係る純資産額(千円) △107,813 △115,315

    差額の主な内訳(千円) ─ ─

    普通株式の発行済株式数(株) 21,291 21,291

    普通株式の自己株式数(株) 130 130

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式

の数(株) 21,161 21,161

　

項目
前事業年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

(2) １株当たり当期純損失金額 5,999円59銭 354円55銭

　(算定上の基礎) 　 　

  　損益計算書上の当期純損失 (千円) 126,784 7,502

  　普通株式に係る当期純損失 (千円) 126,784 7,502

　  普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

  　普通株式の期中平均株式数(株) 21,132 21,161

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概

要

新株予約権２種類

（株式の数242株）

新株予約権１種類

（株式の数   158株）

(注)　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失が計上

されているため記載を省略しております。 
　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。　
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載

を省略しております。

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期末減損
損失累計額
(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　建物 8,587 ― 8,587 ― ― ― ― ―

工具、器具及

び備品
2,950  ―  ― 2,950 2,766 183 ― ―

有形固定資産計 11,537  ― 8,587 2,950 2,766 183 ― ―

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　その他 ― ― ― 85 ― 　 ― 85

 無形固定資産計 ― ― ― 85 ― 　 ― 85

長期前払費用 ― ― ― ― ― 　 ― ―

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　 　

― ― ― ― ― ― 　 ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― 　 ― ―

(注) １　建物の当期減少事由は、所在地移転によるものであります。

２　無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため、「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。

　

　

　

【引当金明細表】

　

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

 貸倒引当金 208,873 2,562 ― 3,964 207,472

(注)　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 59

預金の種類 普通預金 8,974

　 計 9,034

合計 9,034

　

②　売掛金

イ　相手先別内訳

相手先 金額(千円)

一般社団法人カフシブル 2,366

㈱クオリティーオブライフ 1,131

その他 186

計 3,685

　　

ロ　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

期首残高(千円)
　
(Ａ)

当期発生高(千円)
　
(Ｂ)

当期回収高(千円)
　
(Ｃ)

当期末残高(千円)
　
(Ｄ)

回収率(％)
 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

29,990 17,331 43,636 3,685 92.2 354.6

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

　

③　貯蔵品

品目 金額(千円)

販促物貯蔵品 448

計 448

　

④　関係会社株式

相手先 金額(千円)

㈱インスタイル 290,000

㈱ビーフォーシー 15,000

計 305,000
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⑥　破産更生債権等

相手先 金額(千円)

㈱エシックス 106,975

沖縄ＲＶリゾート開発㈱ 32,500

エニーユーザー㈱ 23,699

インターネットカード㈱ 15,750

その他 18,286

計 197,211

　

⑦　買掛金

相手先 金額(千円)

㈱ブルーマーキュリー 676

㈱インキュベーション 500

その他 77

計 1,254

　

⑧　短期借入金

相手先 金額(千円)

㈱インスタイル 338,427

㈱ビーフォーシー 10,957

計 349,384

　

⑨　未払金

相手先 金額(千円)

㈱ビーフォーシー 12,862

㈱インキュベーション 9,875

その他 13,656

計 36,394
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⑩　未払費用

区分 金額(千円)

㈱インスタイル 45,180

㈱ビーフォーシー 3,682

給与・役員報酬 15,224

その他 2,276

計 66,364

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 毎決算日の翌日から３ヶ月以内

基準日 ３月31日

株券の種類 ―

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え 　

　　取扱場所 ―

　　株主名簿管理人 ―

　　取次所 ―

　　名義書換手数料 ―

　　新券交付手数料 ―

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所 ―

　　株主名簿管理人 ―

　　取次所 ―

　　買取手数料 ―

公告掲載方法

電子公告により行います。ただし、電子公告によることができない事故その他のやむを
得ない事由が生じたときは日本経済新聞に掲載します。
なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次の通りです。
http://www.nowloading.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　
２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　
(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第９期(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)平成23年６月29日関東財務局長に提

出。

　

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成23年６月29日関東財務局長に提出。

　

(3) 四半期報告書及び確認書

第10期第１四半期(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日)平成23年８月15日関東財務局長に提

出。

第10期第２四半期(自 平成23年７月１日 至 平成23年９月30日)平成23年11月14日関東財務局長に提

出。

第10期第３四半期(自 平成23年10月１日 至 平成23年12月31日)平成24年２月14日関東財務局長に提

出

　
(4) 有価証券報告書の訂正報告書

事業年度　第５期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成23年６月９日関東財務局長に提

出。

事業年度　第６期(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)平成23年６月９日関東財務局長に提

出。

　
(5) 有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

事業年度　第７期(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)平成23年６月９日関東財務局長に提

出。

事業年度　第８期(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)平成23年６月９日関東財務局長に提

出。

　

(6) 四半期報告書の訂正報告書及び確認書

第７期第１四半期(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日)平成23年６月９日関東財務局長に提

出。

第７期第２四半期(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)平成23年６月９日関東財務局長に提

出。

第７期第３四半期(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日)平成23年６月９日関東財務局長に提

出
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第８期第１四半期(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日)平成23年６月９日関東財務局長に提

出。

第８期第２四半期(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日)平成23年６月９日関東財務局長に提

出。

第８期第３四半期(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)平成23年６月９日関東財務局長に提

出

第９期第１四半期(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日)平成23年６月９日関東財務局長に提

出。

第９期第２四半期(自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日)平成23年６月９日関東財務局長に提

出。

第９期第３四半期(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日)平成23年６月９日関東財務局長に提

出

第７期第２四半期(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)平成23年６月16日関東財務局長に提

出。

第７期第３四半期(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日)平成23年６月16日関東財務局長に提

出

　

(7) 有価証券届出書の訂正届出書

訂正届出書（平成20年３月14日届出の有価証券届出書の訂正届出書）平成23年６月９日関東財務局長

に提出

　
(8) 四半期報告書の訂正報告書に係る確認書の訂正確認書

訂正確認書（平成23年６月９日関東財務局長に提出の第８期第２四半期報告書の訂正報告書に係る確

認書）平成23年６月16日関東財務局長に提出

　
(9) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）

の規定に基づく臨時報告書　平成23年７月１日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の４（監査法人の異動）の規定に基づく臨時

報告書　平成23年11月７日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成24年６月27日

株式会社NowLoading

取締役会　御中

清 翔 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　倉　岡　隆　典　　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　近　　　　　暁　　  ㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社NowLoadingの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明

細表について監査を行った。

　
連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証

を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸

表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討するこ

とが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社NowLoading及び連結子会社の平成24年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

　

EDINET提出書類

株式会社ＮｏｗＬｏａｄｉｎｇ(E05489)

有価証券報告書

88/91



　
強調事項

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当連結会計年度に55,971千円の当期純損失を

計上した結果、42,315千円の債務超過になっている。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさ

せるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当

該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。連結財

務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は連結財務諸表に反映さ

れていない。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

　
その他の事項

　会社の平成23年３月31日をもって終了した前連結会計年度の連結財務諸表は、前任監査人によって監査され

ている。前任監査人は、当該連結財務諸表に対して平成23年６月27日付けで無限定適正意見を表明している。

　
＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社

NowLoadingの平成24年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法

人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼

性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、株式会社NowLoadingが平成24年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評

価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

　２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成24年６月27日

株式会社NowLoading

取締役会　御中

清 翔 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　倉　岡　隆　典　　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　近　　　　　暁　　  ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社NowLoadingの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第10期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細

表について監査を行った。

　
財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当

監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と

適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社NowLoadingの平成24年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
強調事項

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当事業年度に7,502千円の当期純損失を計上

した結果、115,315千円の債務超過になっている。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる

ような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状

況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。財務諸表は

継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は財務諸表に反映されていない。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

　
その他の事項

　会社の平成23年3月31日をもって終了した前事業年度の財務諸表は、前任監査人によって監査されている。前

任監査人は、当該財務諸表に対して平成23年6月27日付けで無限定適正意見を表明している。
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利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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